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はじめに
本稿の目的は、在任最後の５年間における救貧法委員
会が医療救済をめぐる諸問題にどのように対処していっ
たかを、主に同委員会の年次報告書の検討を通じて明ら
かにすることである。われわれは、かつて、在任前半期
における救貧法委員会の医療救済問題に関する認識と対
応を分析しており１）、したがって本稿は事実上その続編
にあたる。救貧法委員会は医師団体や各教区連合の保護
委員会との議論や軋轢を経験した後、前稿が対象とした
期間の最後の年である 842 年に「一般医療命令General
Medical	Order」を発した。同命令は、救貧法委員会の年
来の主張を基礎にしながらも諸利害の立場にも配慮した
ものであり、それが完全に実施されれば被救済民に対して
迅速かつ十分な医療救済が与えられるはずであった。ただ
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し、命令中のいくつかの重要な規定に関して、医師団体
からの強い要望や保護委員会からの異議が提出されるこ
とになる２）。救貧法委員会は、そのような諸利害の要求な
どに対応しながら一般医療命令の施行に努めたが、重大
なスキャンダルに巻き込まれた結果、任期の更新は不可
能となり、847 年をもって救貧法庁へと改組される。そ
の直前に発された「統合一般命令Consolidated　General
Order」の中に医療命令も組み込まれるが、その際にいく
つかの修正が加えられた。したがって本稿の課題は、救貧
法委員会が「現行制度の包括的な改変」３）の切り札と考え
た一般医療命令の運命をたどることでもあるといえよう。
近年では、救貧法と同様に医療の歴史に関しても地域研
究として取り組まれる傾向が見て取れる。ウエイクフィー
ルドとハダーズフィールドを対象としたマーランドの著
作４）などがその成果であり、彼女は同書の中で救貧法医
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療救済について一つの章を割いている。マーランドの研究
では、当該地域の医療救済の実態について多くの知見が呈
示されているが、その反面、救貧法委員会の問題認識など
は等閑に付されており、その結果、たとえば、通説では完
全な窮乏個人責任論に立っていたとされる５）救貧法委員
会が、年次報告書の中で「病気はしばしば窮乏の原因とな
りうる」６）と明言している事実が見落とされてしまう恐れ
がある。確かに彼女が言うように、救貧法改正法の成立か
ら数十年間は重要な変化はほとんどなく、「842 年命令
は多くの所で適用を回避された」７）かもしれないが、一般
医療命令によって医務官が制度化されたことの重要性は
正しく認識されるべきであり、命令の実施に腐心した救貧
法委員会の姿勢も同時代的文脈において評価されるべき
であろう。
以下、本稿ではまず、843 年から 845 年までの一般
医療命令の実施状況を、とりわけ問題とされた諸規定に焦
点を当てながら、各年度の年次報告書を素材としてやや詳
細に跡づけ、次に、同命令が 847 年の統合一般命令にど
のように組み込まれたかを検討しよう。
Ⅰ　一般医療命令の実施状況
「われわれは、昨年度中は当該命令の諸規定を徐々に導
入していくのに手一杯であったが、その命令は既存の契約
には干渉しないよう定められていたために、今年の Lady
－ day８）までは完全には施行されなかった」。救貧法委員
会は、843 年の『第９年次報告書』における医療救済に
関する記述をこのようなくだりで始めた。５月１日付けで
公表される年次報告書における 843 年の年度は始まって
程なく、したがって、一般医療命令の本格的な施行は緒に
着いたばかりであった。しかし、命令の規定を実施するに
はほとんどの教区連合で医療に関する従来の慣行などを
改める必要が生じたため、部分的施行に止まった前年度の
時点ですでに保護委員会からは多くの異議申し立ての手
紙が送られて来ていたのである９）。
異議申し立ての対象となったのは、主に次の３点であっ
た 0）。（関連する一般医療命令の条項番号がそれぞれの末
尾に掲げてある。）
（１）医務官の資格（第３条～第５条）
（２）医療管区の面積と人口の上限（第６条～第９条）
（３）特定の外科的処置および助産の場合に医務官に支払
われる１件当たり報酬額（第 0条～第 3条））
以下では、これら３つの問題が、843 年から 845 年
までの年次報告書においてそれぞれどのように論じられ
ているかを順に見ていこう。
１．医務官の資格
一般医療命令において規定された医務官の資格は、ロン
ドン王立外科医協会による開業免許状をもっていること
を前提に、イングランドの医科大学の学位ないし王立内科
医協会の免許状、またはロンドンの薬剤師協会の発する証
明書を保持していることが基本であった。これは、医務官
とは「医師としての開業を正式に許可された者」である、
としか述べていない救貧法改正法第 09 条 2）の規定と比
べれば極めて具体化されており、「複数免許」3）の保持を
求める医師会側の声に明らかに配慮したものといいうる
4）。ただし、上の資格要件を満たす者がいない場合などは、
救貧法改正法の規定にのみ該当する人物も採用しうると
された。
さて、『第９年次報告書』においてこの問題は、医療管
区の広さと併せて取り上げられている。報告書によれば、
北部の県では、在地の医師の多くがイングランドの医師免
許を持たず、スコットランドで与えられる免許しか持って
いない。「イングランド以外のいかなる医学団体によって
与えられた免許も救貧法改正法の規定に従う限りイング
ランドで医療を行う免許と見なすべきではない」、と救貧
法委員会は忠告を受けてきたとされる 5）。しかし、その
他方で、医療命令の規定がスコットランドとアイルランド
の医師免許保持者を排除していることへの異議申し立て
も行われていた。842 年の４月以降、スコットランドの
医師団体会長や大学の学長などから立て続けに手紙が届
き、イングランド、スコットランド、アイルランドのいず
れの薬剤師ないし外科医免許の保持者も同等に扱うよう
懇請されたのである。
そのような要請を受けて救貧法委員会は、スコットラン
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ドないしアイルランドの医師免許のみの保持者を連合の
医務官として受け容れうるか否かについて協議したが、そ
の議論の要点は以下のようであった 6）。すなわち、救貧
法委員会がイングランドの免許保持を条件としたのは、医
師の免許に関する従来の法に従ったまでのことである。そ
の立場からすれば、救貧法改正法第 09 条の規定は、イ
ングランドとウエールズで医療を行うことを許可する「特
別の権限を与えられた団体が発給した免許状保持の必要
性」をうたったものと解釈される。ヘンリー八世時代以来
の法の規定に照らせば、イングランド、スコットランド、
アイルランドのいずれかで与えられた免許状は当該の地
域内でしか有効でない。しかし、法の権威がイングランド
以外の免許状保持者の採用を合法とするならば、その判断
に従うつもりである。救貧法委員会は、イギリスにおける
医師免許に関する法の現状は「満足のいかない」、「不都合
と不公平」を強いられるものである、と公言して、議会が
法の改正に動いてくれるという期待を述べてこの問題に
関する議事録を閉じている。
報告書の本文に立ち返れば、上のような議論をふまえ
て、「医師の資格に関する法が修正されない限り」、イング
ランドの免許状がなければ「合法的には」連合の医務官た
りえないとされる。そのような免許状を有する者がいない
場合は、他の免許を有する医師と一時的に契約せよ、とい
うのが保護委員会に与えられた忠告であった 7）。しかし、
この状況は次年度に大きく転換することになる。
さて、『第 0年次報告書』では、医務官の資格に関して、
上述の「法の権威」からの声が紹介されている。救貧法委
員会は、前年度の報告書の公表後に内務大臣に勧められ
て、イングランド以外の医学大学の学位や医師免許状の保
持者を連合の医務官に採用することの妥当性について、法
務総裁Attorney－General 8）ほかの権威に意見を聞いた。
それに対して、時の法務総裁 F・ポロックはいま一人の法
律顧問と連名で次のように返信してきた。われわれの意見
としては、「外科医の問題に関するかぎりでは、スコット
ランドまたはアイルランドの王立協会ないし大学から外
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免許状あるいは学位をうけた者は、（法の観点からは）
ロンドンの王立外科医協会の免許状を持つ者と同様に、言
及されている制定法〔救貧法改正法を指す〕の下で、医務
官として指名されて職務を執り行う資格がある」が、ス
コットランドかアイルランドの薬剤師免許状ないし学位
しか持たない者はイングランドでは調剤を行いえない 9）、
と。救貧法委員会は、ポロックらの意見に従うことを表明
した回状を、彼らの手紙の写しと共にすべての連合に送付
し、スコットランドないしアイルランドで然るべき団体ま
たは機関から外科医免許状あるいは学位を受けた者も医
務官として適法的に任命されうる、とし、さらには一般医
療命令の修正を行う用意があると付け加えている 20）。
『第  年次報告書』においても、一般医療命令の実施
に関して主に困難が生じた３つの問題はそのまま掲載さ
れているが、医務官の資格については、前年度に一般医療
命令の運用上の修正が行われており、立ち入った記述はな
い。ただし、医療行為を行う資格に関する法の「不都合で
複雑で不明瞭な状態から生じる」問題は極めて厄介であ
る、とされている 2）。
２．医療管区の面積と人口の上限
次に管区の広さについて見よう。一般医療命令では、医
療管区は原則として、面積が 5,000 エイカー、人口が（直
近の国勢調査結果に照らして）5,000 人を超えないこと
とされているが、例外規定もあり、たとえば、基準を超え
ている現行の管区を分割することが不都合である場合は、
その理由を救貧法委員会に説明し承認が得られれば、現状
のままで医務官任命の手続きを進めうることが第８条で
定められている 22）。
『第９年次報告書』ではこの問題は極めて手短にしか扱
われていない。報告書によれば、人口稠密な地域であれば、
正規の免許を持った医師の住む町が近い距離で存在し、保
護委員会がこの規制に従うことは一般に可能であるが、
「ウエールズや北部のいくつかの県のような、人口が希薄
な地域では、医療管区を規定通りとすることは困難であ
ることが判明した」。当該地域の医療管区の多くは、いま
だに 20,000 ないし 30,000 エーカー、あるいは 40,000
エーカーすら超える場合がある、とされている 23）。ルー
ス・ホジキンスンによれば、そもそも一般医療命令自体に
広汎な反対があり、「国中の保護委員会が自らの連合への
適用の保留を求めた」。とりわけ医療管区の大きさに関し
ては、「大きさで上位 20位までの連合と下位 20位以下の
医療救済の諸問題　－ 842 年「一般医療命令」から 847 年「統合一般命令」へ－
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連合を比較すれば、前者は後者の６倍も経済的」であると
する証拠と、広さがある方が医務官にも便利で監督もしや
すいという論拠にもとづいて、管区の規模の規制に反対し
た、とされる 24）。しかし、マーランドによれば、事態は
少々異なる。彼女は、北部の連合であるウエイクフィール
ドとハダーズフィールドにおいても、ほとんどの場合で両
者の「保護委員会は、842 年命令で医療管区について定
められた 5,000 エーカー以下で 5,000 人以内という制
限を守った」25）、としている。
『第 0年次報告書』に移っても立ち入った叙述はない。
医療管区の大きさに上限を定めた規定の実施について、保
護委員会との間で多くの手紙のやり取りがあり、とりわけ
「保護委員会が信頼を寄せている医務官の担当管区の縮小
や保護委員会が反対していた在地の開業医の医務官とし
ての任用」が生じる場合は、大変な抵抗があったとされる
が、規定の遵守が可能な連合では命令で定められた制限内
に収まったと考えうる、と結論づけられている 26）。
『第  年次報告書』では、問題は数行で片付けられて
いる。「昨年度中は医療管区の大きさにはほとんど変化が
なかった。従来の管区割りを見直すことが可能で、実際
に分割ないし境界変更がなされたのは２、３例に止まる」
27）、というのがそのすべてである。あらかじめ、触れてお
けば、847 年の「統合一般命令」の中にも医療管区の上
限に関する一般医療命令とほぼ同様の規定があるが、『第
 年次報告書』の上のくだりからすればその完全実施は
困難であったと思われる。そもそも、当該規定については、
すでに見たように例外条項があり、不都合があれば現状維
持が可能であった。しかし、ある見方によれば、医療管区
の上限はすでに命令の規定する範囲に収まっていた、とも
いいうる。ホジキンスンの整理に依拠しながら算出すれ
ば、846 年の時点におけるイングランド全体についての
医務官一人当たり人口は 5,880 人であり、医療管区の人
口の上限である 5,000 人をはるかに下回っている。これ
を県ごとに見ても、上限を上回っているのはミドルセック
スのみであるが、『第 0 年次報告書』が述べるように同
県には一般医療命令の適用対象外の多くの連合や教区の
あるロンドンが含まれている 28）ため考慮から除外すれば、
3,000 人台から 5,000 人台の県で８割強が占められる 29）。
とすれば、少なくとも人口の面では、平均で見て医療管区
の上限規定は達成されたことになる。医療管区の面積は変
わっていないが、人口は減少しているとすれば、前者をこ
とさら問題としないことで保護委員会に配慮しつつ、後者
の実績を確認することで医師側の利害も満足させられる。
救貧法委員会が、年次報告書で問題に深く立ち入らず、一
般医療命令の修正にもあえて踏み込まなかったのも、その
ような理解によるものと思われる。
３．特定の外科的処置および助産の場合に医務官に支払
われる１件当たり報酬額
「医療命令のうちで、保護委員会からの最大かつ最も広
汎な反対に遭遇し、施行にあたって極めて困難であった規
定は、外科手術と助産について医務官に一定の報酬を支払
う、というものであった」30）。そのような報酬に関する『第
0 年次報告書』の記述は、上の一説で始まる。本章で検
討している３つの報告書のすべてでこの問題に最大の紙
数が割かれていることも、救貧法委員会が大変な困難を経
験した証左といえよう。さしあたり外科手術の報酬に関す
る一般医療命令の主な規定を確認しておけば、四肢の切断
や絞扼性ヘルニアや頭部骨折の手術、下肢の複雑骨折また
は複合脱臼の治療には５ポンド、下肢の単純骨折や単純脱
臼の治療であれば３ポンド、上肢の脱臼や骨折治療には１
ポンドがそれぞれ支払われるとされ、難産や母体の危険が
予想される助産については 0 ～ 20 シリングが支払われ
るとされている 3）。
救貧法委員会が、保護委員会による医務官の金銭面での
待遇「改悪」に抵抗したことはよく知られているが、アー
ヴィン・ロードンによれば、救貧法委員会が行ったのは「命
令ではなく勧告であり、それもしばしば無視された」32）と
され、ホジキンスンもかつて、救貧法委員の一人であった
ジョージ・コーンウォール・ルイーズの「私たちは全能で
はなく、したがって〔保護委員会の〕年来の偏見と強い反
感を打破することはできません」という証言を引きつつ、
それがまさに待遇改悪を阻止しえないことへの「根本的で
最終的な言い訳」である 33）、とした。しかし、医療救済
の目的は「真に困窮した人びとには医療上の援助を与えな
がらも医療救済が救貧法への恒常的依存 pauperismを生
み出したり増進させたりしないようにすること」34）である
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という救貧法委員会の明言を知るわれわれは、報告書の議
論をにわかに建前や言い訳とは断じえない。以下、年度順
に報告書をたどりながら彼らの認識に迫ろう。
『第９年次報告書』は、当該の報酬をめぐって救貧法委
員会に寄せられた異議申し立ての論拠として、それが高額
であることと、医療クラブの創設を阻害して労働者の独立
を損なう傾向があることを挙げている。
まず、外科的処置に対する報酬額については、骨折や
脱臼の適切な治療のために必要なだけの診療を行ってい
れば決して法外ではない、とされる。ただし、地域によっ
ては、当該ケースでの慣習的な支払額を上回る場合もあろ
う。そのような事態は、すべての連合について統一的な基
準を設定するにあたっては不可避であり、一般医療命令で
規定したのは大多数の連合について最も適当と思われる
ような平均的金額にすぎない 35）。地域における従来の診
療報酬と比べて多寡があったとしても了解して欲しい、と
いうのがここでの趣旨であろうが、状況からすれば、救貧
法委員会は、当該規定の廃止や適用保留はもちろん、その
減額にもやすやすと同意してはならなかった。その理由は
行論のうちに明らかになろう。なお、報告書は、助産の場
合の報酬については一般に従来の支払い額と大きくは違
わず、したがって異議も少なかったとしつつ、医務官の立
ち会いは異常のある分娩の場合のみで、通常分娩は助産婦
に任せているはずだという認識を示している 36）。
さて、報告書は、上述の報酬が医療クラブ 37）創設を阻
害して労働者の独立を損なうとする議論の検討に向かう
が、そこでは、そのような議論には根拠がない、として異
議申し立ては一蹴されている。外科的処置ごとに報酬を出
すとなれば、保護委員会は医療救済命令の発給には当然慎
重になる。命令で規定された報酬支払によっても保護委員
会の側には、それ以外の支払方法であれば発されなかった
と思われる診療命令を出そうとするような誘因は生じな
い。それとは逆に保護委員会は一般に、医務官への支払が
相当額になるとすれば医療命令の発給にはより慎重になる
であろうとしてもほぼ間違いあるまい。「したがって、こ
の報酬によって医療命令の数が増えないとすれば、救貧法
への恒常的依存が増進される傾向も生じえない」38）。
以上のように論断した後、報告書は関連する重大な問題
の指摘へと進む。医務官の給与そのものを、連合の他の吏
員の場合と同様に削減しようとする動きの広がりである。
このような問題は、844 年の医療救済に関する特別委員
会におけるラムゼイ医師らの証言などを通じて明らかに
されている。引き下げが実施された個々の事例は枚挙に
暇がない 39）が、ここではその結果にさしあたり注目しよ
う。ラムゼイによれば、844 年時点でのイングランドに
おける医務官の総数は約 2,300 人で、彼らがその職務か
ら得ている収入総額は推定で 60,000 ポンドであり、一
人当たりでは 69.5 ポンドとなる。しかし、彼らの負担す
る支出総額は推計 87,500 ポンド、一人当たりでは 8.5
ポンドとなり、医務官職は結局「持ち出し」になっている
40）。ロードンの整理によれば、連合の医務官は、8 世紀
末の教区外科医と比べれば、担当すべき地域の人口比では
はるかに少ない報酬しか得ていない。彼らは、旧体制下の
４ないし５倍の患者を診療して収入は変わらないのであ
る 4）。報告書に戻れば、吏員一般の給与引き下げの動き
は、とりわけコーンウォルやデヴォンシャー、サマセット
シャーなどの西部の県で顕著であるが、その理由について
保護委員会は、農産物価格価格の低下によるものと説明す
るのが常である、とされる。救貧法委員会は、『第７年次
報告書』所収の議事録で示した理由 42）により、ほとんど
の場合に引き下げの承諾を拒否するのが義務であると考
えてきたが、吏員の給与は生活必需品価格の一時的な変動
によって決められるべきものでもあるまい。そもそも、「わ
れわれは、保護委員会が生活必需品価格の一時的上昇を理
由に給与を引き上げたいと要望してきた事例には出会っ
たことがない」43）。これは、報告の執筆者一流の痛烈な皮
肉であろう。
報告書は、この問題にさらに立ち入る。保護委員会は、
外科手術と助産に関する医務官の報酬が一般医療命令に
よって引き上げられたとしばしば主張し、それを口実に給
与を引き下げようとする動きが頻繁であるが、救貧法委員
会の見るところでは、「医務官の給与は引き下げを必要と
するどころか、むしろ低すぎて、彼らが、その働きと出費
に見合った公正な報酬を約束されつつ、被救済民の患者に
対して、保護委員会が医療救済命令によって保障すると公
言した治療と投薬を行えていない」44）。これは、医師側の
年来の主張とも一致している。840 年の『救貧法委員会
の存続および貧民救済関連諸法の更なる改善に関する報
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告書』に付録されたイギリス医師会評議会の意見書によれ
ば、給与が低いため「医務官は、自分の懐から大変な持ち
出しをせねばならないことになるが、事実そうであろうと
思われる。あるいは、病気の貧民のためを考えず彼らに最
も安価な、言い換えれば、最悪ないし混ぜ物の入った薬を、
あるいは効き目の薄い薬を与えようとする強い誘惑に駆
られてしまう。それは自分の出費のせいである」45）、とさ
れている。
さて、報告書は、医務官の外科手術報酬や給与の引き
下げ要望がとりわけ強い北部の各県の状況の検討に進む
が、まず強調されているのが、南部と比較した人口一人当
たりの医療救済支出額の低さである。たとえば、南部のサ
セックスやバークシャー、ハートフォードシャーでは平均
で４ペンスから５ペンスであるのに対し、ダーラムやラン
カシャーでは１ペニーに過ぎない 46）。その理由の一端は、
救貧法改正以前からの状態の継続にある。すなわち、北部
では、救貧法改正法の導入以前の時期には、医療救済がほ
とんど与えられておらず、また、南部では一般的な、教区
医師の固定給での恒久的雇用は極めてまれであった 47）。
では、救貧法改正後の状況はどうであったか。報告書で
は、救貧法委員補佐のアルフレッド・パワー 48）によるラ
ンカシャーとヨークシャーのウエスト・ライディングにお
ける医療救済に関する報告の一節が引用されているが、そ
の要点は以下の通りである。すなわち、それらの県では、
固定給での医務官の雇用はまれで、診療ごとの請求払いが
一般的であるが、そもそも医療救済という費目での支出が
わずかである。その理由としてパワーは、南部と異なり北
部では、貧民救済における節約の精神が確立しており、大
衆も頑健で独立心に富み、さらには熟練工の多くが病気に
備えて疾病クラブなどに加入している点を挙げている。ま
た、ノーザンバーランドやカンバーランドなどでの医療救
済に関する別の委員補佐の報告からも引用が行われてい
るが、それによれば、医療救済の「費用は、北部全体の平
均で見て、南部や中部の６分の１に満たない」とされてい
る 49）。
『第 0 年次報告書』に移ろう。本節冒頭の引用に続い
て紹介されているのは、前年度とほぼ同じ状況であり、保
護委員会は外科的処置への報酬額は高すぎるとし、それを
見直すことで医務官の給与削減を図ろうとする場合が大
多数である、とされる。われわれには診療と投薬の費用に
満たない水準までの給与引き下げには抵抗する義務があ
ると、救貧法委員会は述べるが、「多くの場合、保護委員
会と納税者の間には報酬割高感が広がっているために、現
行の支給額の一定の引き下げに承認を与えないでいるこ
とは不可能であった」。このようなくだりは、ホジキンス
ンに従えばまさに「言い訳」であろうが、救貧法委員会に
も言い分はあった。主たる納税者の担税能力が低下した地
域においては、困窮した貧民に対して衣食住が与えられれ
ば救済担当者の義務は果たされたと保護委員会が考えた
としても無理からぬ面がある。加えて、として報告書は重
要な認識を示す、「われわれの医療命令で規定された報酬
は、大部分の納税者にとって自分と家族のために支払うこ
とのできないほどの高額であった。したがって、医療救済
に関する諸規定は、医療の面に限れば、被救済民を彼らの
扶養のためにお金を出している人々の多くよりも優位に
4 4 4
立たせる
4 4 4 4
ものであった」50）。この一節は、かの「劣等処遇」
の原則を自らかなぐり捨てたもの、と捉えうるかもしれな
いが、そもそも救貧法委員会は、法の運用にあたって被救
済民の待遇そのものの優劣のみを問題にしていたわけで
はなかった。大沢真理がつとに紹介したように、たとえば
ワークハウス内での食事は、質・量共に「周辺地域の労働
能力ある労働者の通常の食事」を超えていたとして大過な
いと思われる。大沢が引用しているある救貧法委員補佐の
言を借りれば、「ワークハウスが制約を課すという事実た
だ１点」が、まさに独立労働者の場合と比べて「劣等」な
処遇とみなされたゆえんであろう 5）。では、医療救済に
関する「劣等処遇」からの乖離の容認といってよい姿勢は
どう理解すればよいのか。『第 0 年次報告書』にはその
点についての明言はないが、かつての報告書に一つの手が
かりがあると思われる。われわれが前稿で見たように、救
貧法委員会は、「病気はしばしばそれ自体として窮乏の原
因となりうるために救済命令も正当化されうるし、健康
なときには自分と家族を養いうる人びとまでにその対象
が広げられる必要もあろう」52）という認識を示している。
したがって、医療救済は窮乏そのものを救うのではなく、
窮乏の原因を除去するためのものであるということがで
きよう。それこそが抜本的な窮乏対策の一つであるとすれ
ば、一時的な「優等処遇」が生じることも許容されうる、
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そう捉えられたのではあるまいか。
『第  年次報告書』では、報酬の問題も手短かにしか
触れられていない。まず、838 年以降の隔年ごとの医
療救済支出総額が一覧で示されているが、それによれば
842 年に 52,006 ポンドであったものが、843 年には
60,726 ポンド、844 年には 66,257 ポンドと確かに
増えてはいるが、増加率は数パーセントであり一般医療命
令制定以前と大差ない。問題の報酬制度の導入に伴うと危
惧されてきた様々な弊害と同様に、費用の増大も実際には
生じなかったことを保護委員会も認識し、報酬支払も一般
に黙認されるようになった、とされるゆえんである 53）。
さて、報告書は、外科的処置の報酬を規定する目的を、
医務官が十分で適切な診療と投薬を行えるよう保障する
こととしている。したがって、報酬額は低すぎてはならな
いが、逆に高すぎても、それは被救済民の患者のよりよい
診療にはつながらず、むしろ医務官職の売買につながる恐
れがある。報告書は、アイルランドの南ダブリン連合で最
近生じた事例に触れているが、それはワークハウスの医
務官 54）の一人が退職するに際して、当人が別の医師との
間で交わした密約をめぐるものである。報告書に付録され
た手紙によれば、当該連合の医務官と薬剤師の給与はい
ずれも当初 60 ポンドであったが、84 年に保護委員会
は 00 ポンドへの引き上げを申請してきた。救貧法委員
会はそれに反対したが、保護委員会側は納得せず再考を求
め、さらには陳情団まで送り込んできたため、適正額を超
えるのではという懸念は完全には払拭されなかったが、つ
いに引き上げに同意した。しかし、その額は「医務官と
なった人物が適正に受け取る報酬額を超えたもの」であっ
たがために何とかその職にありつこうとした医師が、問題
のワークハウス医務官との間で、後者の退職に際してまず
00 ポンドを、そして前者が首尾よく医務官に専任され
た暁には 200 ポンドを支払うという密約を交わすに及ん
だ 55）。その密約は、医務官選任の前に破棄されたようで
あるが、そのような事態は起こるべくして起こったもので
あり、「救貧法委員会や保護委員会が高い給与を定めるだ
けでは、給与の増額が医務官の義務に対するより深い注意
を保障するという結果には、当然のことながら、つながり
えないことを十分証拠づけていると思われる」。報告書は、
医師を取り巻く現在の状況の下で、十分で適切な診療のた
めに医師を雇うのに適正な報酬額をわれわれは認識して
いなければならない、としてこの問題についての議論を締
めくくっている 56）。
Ⅱ　「統合一般命令」の制定
１．年次報告書とスキャンダル
周知のように、救貧法委員会は 847 年末をもって救貧
法庁へと改組され、政府の構成機関となった。そのきっか
けが、入所者が粉砕作業用の骨についた肉片や軟骨あるい
はその骨髄を食べていることが発覚し、ワークハウスにお
ける虐待の証として大問題となった、いわゆる「アンドー
ヴァー・ワークハウス・スキャンダル」57）であったこと
もよく知られていよう。当該スキャンダル調査のための特
別委員会設置からほどない時期に公表された『第 2年次
報告書』からは、対応に追われる救貧法委員会の姿がうか
がえる。そのような状況を象徴するかのように、医療救済
に関する記述はほとんど見られない。わずかに医療救済支
出総額に関する『第  年次報告書』の表に、845 年の
額を追加したものが掲載されているのみである 58）。
ここでは、しばらく報告書でのスキャンダルへの反応を
見てみよう。実は、救貧法委員会の任期が切れるまでの残
り２年間に公表された３冊の報告書 59）には、当該のスキャ
ンダルへのわずかな言及はあるが事件の内容に触れたく
だりはない。ただし、『第 2 年次報告書』にほ、明らか
な反応が見える。救貧法委員会は、「昨年の事態の経緯か
ら、ワークハウスで行われる作業としての骨の粉砕を禁止
する一般命令を発することが必要であると考えた」60）と
して、命令発行に至る事情の詳細の説明に向かうが、骨の
粉砕作業をめぐっては、スキャンダル発覚の１年以上前か
ら当のアンドーヴァー連合の保護委員会との間で手紙の
やり取りがあった。まず、843 年 2 月に、救貧法委員
会側が連合の書記官に対して、ワークハウス規則に触れな
がら、入所者には救済の代償に作業を課すべきことを伝え
つつ、当該作業の内容について報告することを求めた。年
明けに保護委員会が、作業内容を「半ブッシェルの骨を手
作業で粉砕すること」6）と報告すると、作業を課される
対象が男性のみであることの確認の後、５月に入って救貧
医療救済の諸問題　－ 842 年「一般医療命令」から 847 年「統合一般命令」へ－
28 福井工業高等専門学校　研究紀要　人文・社会科学　第 45号　20
法委員会は、当該作業が健康被害を引き起こさないことを
ワークハウスの医務官に保証させるよう求めた。保護委員
会は、医務官によれば骨の粉砕は入所者全体にも作業者に
も有害ではないとのことである、とする報告の手紙と、そ
の作業をワークハウスの管理人に指示した命令書の写しを
救貧法委員会に送り、作業は最終的に認可された。その後、
７月に入って作業用の骨の状態を尋ねられた保護委員会
は、乾いていて腐敗臭もほとんどないと返答している 62）。
以上のやり取りを転載した目的は、救貧法委員会がア
ンドーヴァー連合の保護委員会に対して可能な限りの監
督を行ったと主張することであろう。では、問題が生じる
きっかけとなった骨の粉砕という作業そのものについて
はどうすべきか。報告書は、ワークハウス規制 63）の第 2
条では「さまざまな種類の被救済民はその能力に応じて継
続的に作業に就かされるべし」とされているが、いかなる
作業が適当かを決めるには地方ごとの知識と経験が必要
である、とする。したがって、救貧法委員会は、保護委員
会の裁量に任せてきたが、その結果、イングランド西部の
県では、利益も上がりかつ一般の労働市場にも干渉しな
い、肥料用としての骨の粉砕が好んで採用されてきた。た
だし、骨が古かったり、作業用具や作業環境に問題があっ
たりして健康に害が及ぶのでは、という懸念の声があった
ため、その作業の採用認可を求められた場合は、医務官
からの反対がないことを認可の条件としてきた 64）。ただ
し、ウェッブ夫妻によれば、保護委員会は必ずしも救貧法
委員会に伺いを立てたわけではない。彼らは、その作業に
ついて、「救貧法委員会からの明確な指示がなくとも、あ
るいは救貧法委員補佐が制止した場合でさえ、新しいワー
クハウスでは 835 年以降広く行われてきた」し、反対の
声はあったが「禁止されることはなかった」としており
65）、また、アン・クラウザーによれば、利益の上がる「肥
料として販売される骨の粉砕を、救貧法委員会は 845 年
 月までは許可した」66）とされている。報告書に戻れば、
確かに、多くの人々がそのような作業に強く反対している
ことは認識しているが、ワークハウスにおける特定の作業
を止めさせるべく、何らかの一般的規制によって干渉を行
うのは妥当ではないと考えてきた、とされる。ただし、そ
れは「アンドーヴァー連合において生じた痛ましい事態
によって反対の声が勢いを増し、この件について保護委
員会が振るってきた裁量を覆す必要があると分かるまで」
67）のことであった。かくして救貧法委員会は、すべての
教区連合および独立教区に対して 845 年の 2 月に「骨
の粉砕を禁止する一般命令」を発し、「来年の１月１日以
降、いずれの保護委員会の管理下にあるワークハウスに収
容されているいかなる被救済民も、当該の保護委員会ある
いはその吏員によって、ハンマーや鉄の棒などで骨を粉砕
する作業に就けられてはならない」と宣言することになっ
た、とされている 68）。
さて、『3年次報告書』に移るが、ここでも医療救済そ
のものに関する新たな記事は、前年度の医療救済支出総額
のみである 69）。ただし、医務官などの給与の一部が補助
されることになったとする以下のような叙述がある。すな
わち、先の会期中に庶民院は、医務官については半年分の
給与の半額を、また、ワークハウス学校 70）の校長と管区
の会計検査官については半年分の給与の全額を賄うため
の政府による補助金支出を認めた。救貧法委員会から保護
委員会に宛てた回状によれば、補助金の目的は、ワークハ
ウス学校と医療救済の改善であった。救貧法委員会は、補
助金の趣旨に沿うべく、救貧法委員補佐に対して、担当す
る地域内で学校が最も劣悪であるか、医療救済が最も不満
足な連合について報告するよう指示した。彼らからはすで
にいくつかの報告が届いており、「われわれは、そこで指
摘された問題点を解決するための手立てに徐々にとりか
かりつつある」。報告書の該当箇所はそう締めくくられて
いる 7）。
２．1847 年「統合一般命令」
救貧法委員会最後の『第 4年次報告書』は、わずか７
頁の本文に続けて、救貧法庁設置を定めた法律が最終的に
成立した翌日の 847 年７月 24 日に発された「統合一般
命令」を掲載している 72）。報告書によれば、同命令は、「保
護委員会とその吏員に便宜をもたらす」ために、これまで
に発された下記の一般命令General　Orders を、一部修正
しながら一本化したものである。
１）保護委員選出についての一般命令
２）保護委員会の手続きを規制する一般命令
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３）貧民の子供を徒弟に出すことについての一般命令
４）医療についての規制を定めた一般命令
５）不在者救済に関する一般命令
６）ワークハウス規制を定めた一般命令
７）吏員の義務を定めた一般命令 73）
救貧法改正法の第 09 条の規定によれば、「一般規則
General　Rule」は２つ以上の教区連合、または連合未加
入の２つ以上の教区ないし地域に適用される規則であり、
さらに「命令および規制Orders　and　Regulations」とい
う用語は同法の執行などに関る「規則、命令、規定もしく
は細則を含む」とされている点からすれば、上の「一般命
令」も「一般規則」と同様に複数の連合ないし教区に適用
される命令と解される 74）。したがって、一般命令は、必
ずしも教区連合全体またはその大部分を適用対象とした
ものではなく、ここで挙げられた７件もいくつかの一般命
令を併せたものといいうるが、それぞれについてベースと
なる以下のような命令がある。なお、確認可能なものにつ
いては、その施行年月日を末尾に括弧書きで示した。
１）一般命令－保護委員の選出に関するもの（845 年
２月 26日）75）
２）一般命令－保護委員会の手続き 76）
３）貧民の子供の徒弟に関する一般命令（845 年２月
4日）77）
４）一般医療命令 78）
５）不在貧民および定住権非保有貧民の救済の運営に関
する一般命令（845 年３月 25日）79）
６）一般命令－ワークハウス規則 80）
７）一般命令－吏員の義務 8）
さて、以下では、一般医療命令の各条項がどのように統
合一般命令に組み込まれていったかを順に見ていこう。な
お、両者を対照しつつ言及する際には、前者を単に「医療
命令」、後者を「統合命令」と呼ぶことにする。まず、医
療命令の第１条と第２条はいずれも「入札」の項目に属し、
給与等の条件を提示しない入札方式での医務官募集を事
実上禁じたものであるが、統合命令では削除されている。
救貧法委員会は、医療命令を発する前年の時点ですでに入
札の廃止が進んでいると認識しており 82）、削除は当然の
措置でもあろう。
「資格」の項目の医療命令第３条から第５条は、統合命
令の「吏員の資格」の第 68 条から第 70 条に逐条的に
対応するが、医務官の資格そのものの規定は、本稿ですで
に触れた救貧法委員会の「予告」から推測されるように、
前者の第３条が後者の第 68 条に移行するにあたって、
大幅に変更された。すなわち、医療命令が定めた４通りの
資格要件のうち、軍医や東インド会社の外科医経験につい
ては同文であるが、残り３件についての前提条件が、「ロ
ンドン王立外科医協会の発する開業免許状」保持から「イ
ングランド、スコットランドないしアイルランドの王立協
会または大学の発する外科医としての開業免許か学位」保
持に切り替えられたが、その経緯はすでに見たとおりであ
る。なお、上の４つの資格要件は満たさないが「医師とし
ての開業を正式に許可された者」を医務官として任用しう
る例外規定である残り２つの条文には内容上の変更はな
く、追加要件としてのロンドン王立内科医協会による免許
状やロンドン薬剤師協会による証明書を有しない「医師」
たちにも医務官採用への道は依然として開かれていた 83）。
医療命令の「医療管区の最大面積と人口」の項目には第
６条から第９条までが含まれるが、第７条は上限を超える
規模の医療管区の医務官が継続雇用されうる期限を定め
たものであり、統合命令では不要となる。残りの条項につ
いては、面積 5,000 エーカー以下で人口 5,000 人以内
という第６条の規定は後者の第 59 条へ、上限を超えた
現行管区の維持を希望する場合の必要な手続きを定めた
第８条は第 60 条へ、ウエールズを例外とした第９条は
第 6 条へとほぼ同文で移され、「吏員の任命」という大
項目中の「任命方式」の項に収録された 84）。
さて、最も大きな変更を被ったのは医療命令で「外科治
療と助産の場合の報酬率」に分類された条項であり、なか
でも第 0条については多くの修正と追加が行われ、５つ
の条項に分割された。すでに見たような個々の外科的処置
に対する報酬については、「頭部骨折の手術」（５ポンド）
が削除されて「手足の指の切断」（２ポンド）が付け加わっ
て統合命令の第 77 条となり、患者の術後 36時間以上生
存を求めた箇所は、生存時間がそれに満たない場合は報
酬を半額とするという規定を加えられて第 79 条となっ
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た。施術前における王立外科医協会か王立内科医協会の会
員への相談などについては、第 79 条がほぼ同文で規定
している。さらに、関連する問題について、第 77 条の
定めた処置がひとつの施術中に同時に複数行われた場合
も報酬の重複支払いはしないこと、想定外の困難が生じた
場合の処置には特別手当を支給しうることが、それぞれ第
80 条と第 8 条で新たに規定された。医療命令の残り
の条項について見れば、ヘルニア帯の代金と往診の交通費
の支給を規定した第 条は削除されているが、難産ない
し母体に危険がある場合の医務官による助産と産後の診
療に対する第 2条の報酬規定は、主たる内容がそのまま
の形で第 82 条へ、また、分娩に際して重大な困難が生
じたか産後長期にわたる診療が必要な場合の報酬につい
ての第 3条の規定は、第 83 条へ移されている 85）。
医療命令での「医務官の代診者」の項目は、統合命令で
は「義務の自分自身での履行」という項目に含まれる。前
者の第4条における医務官の往診と診療義務については、
ほぼ同文で後者の第 99 条へ、第 5条の代診者の指名に
ついては、日限規定が「可及的速やかに」へと変わったの
みのほぼ同内容で第 200 条とされた。ただし、第 4条後
半の往診と診療の記録保持と報告義務に関する規定は上
の条項には含まれておらず、見る限りでは「医務官の義務」
を定めた第 205 条第４項と「管区医務官の義務」につい
ての第 206条第４項に該当する内容が掲げられている 86）。
「恒久的被救済民が医療救済を受ける方法」の項目に進
もう。医療命令第 6条は、医療救済を現に受けているす
べての老人や虚弱者、病人、障害者のリストを６カ月ごと
に作成するよう保護委員会に求めているが、統合命令では
リスト作成の間隔が１年ごとに延長されて第75条となる。
上記リストに掲載された被救済民は氏名や住所などが記
載された切符を貰い、それを提示するだけで診察や投薬を
受けることができるとする医療命令第 7条の規定は、ほ
ぼ同内容で統合命令の第 76条となった。切符を提示され
た医務官は保護委員会などからの救済命令による場合と
全く同様に、当該患者を診察し薬を与えるものとする、と
医療命令は同じ項目内の第 8条で定めているが、その規
定は統合命令では「管区医務官の義務」の項目に移され、
第 206 条の第２項となっている。なお、医療命令第 9条
における、切符を支給された被救済民が病気と偽って診療
を受けた場合の罰則規定は、統合命令では削除されている
87）。
最後に「医務官の職務の継続」についてであるが、統合
命令では「職務の継続と職務の中断－空席の補充」の項目
がそれに対応する。医療命令の第 20条は任期の定めがな
い限り、医務官は死去ないし引退するまで原則として職務
を継続しうるとしており、統合命令も第 9 条でほぼ同
内容を規定している 88）。
さて、われわれは、一般医療命令が統合一般命令にどの
ように組み込まれていったかについて可能な限り詳細に
検討してきたが、前者の条項の過半は、後者でもほぼその
ままの内容で生かされていたことが明らかとなった。ただ
し、医務官の資格と外科処置への報酬については大幅な修
正が加えられている。資格についてはイングランド以外の
医療関係者への配慮の結果であり、報酬については、給与
全体も含めて引き下げを図ろうとする保護委員会の動き
を押しとどめようとする救貧法委員会の姿勢の現れであ
ろう。ホジキンスンも言うように、「救貧法委員会と医師
たちは、給与という最重要の問題をめぐって、自分たちの
みで闘わねばならなかった」のである。ただし、彼女は統
合一般命令については、「医務官のためには何の改革もも
たらさなかった」89）としている。しかし、「842 年の医
療命令は医療救済の効果的な運用の発展にとって重要な
一歩であった」90）とすれば、それを修正しつつ、医師の
待遇の、大幅な改善にはつながらないとはいえ少なくとも
改悪の防波堤にはなりえた統合一般命令に対する評価も
見直されるべきではなかろうか。
むすびにかえて
統合一般命令は、「用語の説明」の項目中の第 228 条
で、「医務官」とは「医師としての免許を正式に与えられ
て、いずれかの保護委員会と医薬品の提供ないし診療につ
いての契約または合意を結んでいるすべての人物」を含む
と解釈するよう求めているが、この規定は、一般医療命令
の第 26 条における「用語の説明」とほぼ同文である 9）。
すでに見たように、統合一般命令では「医師としての開業
を正式に許可された者」という救貧法改正法以来の表現も
使用されている。とすれば、救貧法委員会は、なるほど医
3
師会などの主張を受け容れて医務官の資格に「複数免許」
を求める、あるいは医師免許の発行地のイングランド限定
を外す、など医療利害に大いに配慮はしてきたが、資格要
件に該当する人物が得られない地域での救貧法医療のた
めに、いかなる「医師」も医務官に任用しうる余地を残し
た、といえよう。病気が困窮の原因の一つであることをす
でに認識していた救貧法委員会にとって、救貧税削減とい
う大きな課題とのジレンマを抱えつつも、貧民に十分な医
療救済を与えるためには、それはやむをえざる措置だった
のではあるまいか。彼らは、医療救済については一時的な
「優等処遇」まで許容した。その意味では、とりわけ病人
の福祉に照らした「救貧法委員会の規則は、保護委員会の
行動に比べれば、はるかに人道的であり適切でもあった」
92）とするホジキンスンの言も当を失してはいないと思わ
れる。
救貧法委員会に代わって新たに任にあたることになる
救貧法庁は、統合一般命令にもとづきながら医療救済問題
にどのように対処しようとしたのか。その問題認識のあり
ようや基本的姿勢は救貧法委員会とはどれほど異なるの
か。われわれにはさしあたりそのような検討課題が残され
ている。遠からぬ他日を期したい。
注
１）	廣重準四郎、「移行期の医療救済問題－在任前半期における
救貧法委員会の問題認識の検討を中心に－」、『長崎県立大
学論集』、第 4巻第４号（2008 年）、49～ 84 頁参照。
２）	保護委員会については、そもそも、救貧法委員会の命令や指
示に唯々諾々と従うような、単なる下位の行政機関ではな
かったことがしばしば指摘される。cf.	Anthony	Brundage,	
England’s“Prussian	Minister”: Edwin	Chadwick	and	
the	Politics	of	Government	Growth,  832-854, 	The	
Pennsylvania	State	University	Press,	University	Park	
and	London	(988),	pp.45－46.（廣重準四郎・藤井透訳、『エ
ドウィン・チャドウィック　福祉国家の開拓者』、ナカニシ
ヤ出版（2002 年）、57－59 頁参照。）
３）	Eighth	Annual	Report	of	 the	Poor	Law	Commissioners	
of	England	and	Wales,	BPP（842）,	reprinted	edition,	
H.O.International,	Tokyo（982）,	Appendix（A.）,	No.6,	
p.39．なお、救貧法委員会の年次報告書は、以下すべて同
じH.O.International 版を用いるので、その説明にあたるレ
ファランスは省略する。また、初出以降の各年次報告書の
参照については、st	Annual	Report,	2nd	Annual	Report	
のように略記する。
４）	Cf.	Hilary	Marland,	Medicine	and	society	 in	Wakefield	
and	Huddersfield	 780-870, 	Cambridge	University	
Press,	Cambridge（987）．
５）	たとえば、モーリス・ブルースは、救貧法委員会は「病気が
極度の貧困の原因となりうることに考え及ばなかった」と
している。cf.	Maurice	Bruce,	The	Coming	of	the	Welfare	
State,	fourth	edition,	B.T.Batsford,	London（968）,	p.96.（秋
田成就訳『福祉国家への歩み　イギリスの辿った途』、法政
大学出版局（984 年），36 頁参照。）
６）	Second	Annual	Report	of	the	Poor	Law	Commissioners	
for	England	and	Wales,	BPP（836）,	p.25；廣重、前掲稿、
59頁参照。
７）	Marland,	op.cit., 	p.53.
８）	イギリスの四季支払日の一つであり、１年を期限とする契
約の締めにあたる３月 25日を指す。
９）	Cf.	Ninth	Annual	Report	of	the	Poor	Law	Commissioners	
for	England	and	Wales，BPP（843），p.2.
0）	なお、この３点を明示的に掲げているのは『第 0年次報告
	 書』である。cf.	Tenth	Annual	Report	of	the	Poor	Law	
Commissionersfor	England	and	Wales,	BPP（844）,	p.7.
）	ここで掲げた一般医療命令の各条項については、cf.	8th	
Annual	Report,	Appendix（A.）,	No.5,	pp.30－32.
2）	救貧法改正法の条文の邦語訳は、以下すべて、下記の事典
に収録された資料より行う。「参考資料４　ホームレスの文
献史」：「【文書８】834 年救貧法改正法　イングランドお
よびウエールズの救貧法の改正および運用の改善に関する
法律」、デーヴィッド・レヴィンソン編集代表・駒井洋監修・
田巻松雄監訳者代表『世界ホームレス百科事典』、明石書店
（2007 年）、622－645 頁参照。
3）	Marland,	op.cit. ,	p.53.
4）	それが医師会の要望であったことについては、さしあたり、
	 廣重、前掲稿、67－68 頁参照。なお、ホジキンスンは、こ
	 の規定が一般医療命令に組み込まれたことを「医師側に
	 とっての最初の勝利」であった、としている。cf.	Ruth	
G.	Hodgkinson,‘Poor	Law	Medical	Officers	of	England	
834－87’,	Journal	of	the	History	of	Medicine（956),	
Vol .,	No.3,	p.30.
5）	Cf.	9th	Annual	Report,	p.2.
6）	『第９年次報告書』に付録された次の議事録から読み取れ
る。cf.	9th	Annual	Report,	 Appendix（B.）,	No.4,	pp.386－
医療救済の諸問題　－ 842 年「一般医療命令」から 847 年「統合一般命令」へ－
32 福井工業高等専門学校　研究紀要　人文・社会科学　第 45号　20
390.
7）	Cf.	ibid. ,	p.2.
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年）、77頁参照。
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2）		 Cf . 	Eleventh	 Annual	 Report	 of	 the	 Poor	 Law	
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pp.24－25.
22）	廣重、前掲稿、74頁参照。
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24）	Cf.	Ruth	G.	Hodgkinson,	The	Origins	of	 the	National	
Health	 Service-The	Medical	 Service	under	 the	New	
Poor	Law,	834-87,	The	Wellcome	Historical	Medical	
Library,	London（967）,	p.4.
25）	Marland,	op.cit. ,	p.75. ただし、たとえば「ハダーズフィール
	 ド北管区」のように、時期はやや下るが人口が 25,000 人を
超えている場合もある。cf.	ibid. 	,	p.76,	Table	3.	.
26）	Cf.	0th	Annual	Report,	p.8.
27）	th	Annual	Report,	p.23.
28）	Cf.	0th	Annual	Report,	pp.9－20.
29）	Cf.	Hodgkinson,	op.	cit. ,	pp.05－06,	Table	2.	5.
30）	0th	Annual	Report,	p.8.
3）		Cf.	8th	Annual	Report, 	Appendix（A.）,	No.5,	pp.3 －
32.
32）	Irvine	Loudon,	Medical	Care	and	General	Practitioner	
750-850,	Oxford,	Oxford	University	Press（986）,	p.	
245.
33）	Cf.	Hodgkinson,‘Poor	Law	Medical	Officers	of	England	
834－87’,	p.304.
34）	廣重、前掲稿、65頁。
35）	Cf.	9th	Annual	Report,	pp.2－3.
36）	Cf.	ibid. ,	p.4.
37）	「疾病クラブ」や「医療共済クラブ」と呼ばれる場合もある。
救貧法委員会は、立ち上げ当初からその創設を奨励してき
た。廣重、前掲稿、56、60 ～ 6 頁参照。当該クラブの当
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に「国家医療 state	medicine」という新たな概念の唱道者
として知られることになるラムゼイが 844 年の医療救済に
関する特別委員会で詳細な証言を残しているが、それを整
理したロードンによれば、「少なくとも 9 世紀の前半にお
いては、会員とクラブが契約した医務官の双方で概して不
人気であった」とされる。会費は通例、会員一人当たり年
額２ないし３シリングであったが、その額は会員にとって
は高すぎ、薬代や包帯代も自前で賄わねばならない外科医
にとっては低すぎたし、また、会員の家族は診療の対象外
とされたからである。とはいえ、炭鉱などの鉱工業地域では、
重要な役割を果たし、830 年から 840 年について見れば、
リヴァプールやロザラム、ウエイクフィールドなど人口の
８ないし 0パーセントが会員となっている所もあった。cf.	
Loudon,	op.cit. ,	pp.254－255.	なお、ラムゼイは、地方内科医・
外科医協会の見解を代表しうる人物として同協会から上述
の委員会の証人に選任されているが、彼は公衆衛生改革に
関しても積極的な提言を行っている。そのような点につい
ては、さしあたり、黒崎周一、「9世紀イギリスの医師制度
改革における医師の社会的権威と国家介入」、『社会経済史
学』、第 75巻第５号（200 年）、55、58 ～ 59 頁参照。
38）	9th	Annual	Report,	p.3.
39）	さしあたり、以下を参照。cf.	Hodgkinson,	The	Origins	
of	the	National	Health	Service,	pp.79,	85 － 87,	0 － 02,	
passim	;	Loudon,	op.cit. ,	pp.245－246.
40）	Cf.	 Report	 from	the	Select	Committee	on	Medical	Poor	
Relief,	BPP（844）,	Third	Report,	Minutes	of	Evidence,	
Q.968,	969	and	973．なお、上記の特別委員会報告書の
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845 年にかけてのイングランドの医務官の総数は 2,550 人
で、彼らの受け取った「固定給」の総額は 8,030 ポンド
である。cf.	Hodgkinson,	op.cit. ,	p.06.
4）	Cf.	Loudon,	op.cit. ,	p.239. そのような悪条件であるにもかか
わらず、若い医師にとっては現場での経験を積むために、医
務官職に任用されることは重要であった。cf.	ibid.,	p.246. ま
た、ロンドンなどでは、開業医としての評判を獲得するた
めに、医務官職に就こうとする者が多かったとされる。cf.	
Hodgkinson,	op.cit. ,	p.86.
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であること、である。cf.	7th	Annual	Report,	Appendix（A.）,	
No.4,	pp.23－26.
43）	Cf.	9th	Annual	Report,	p.4.
44）	Ibid. ,	p.4.
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64頁参照。
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800-945,	Pargrave	Macmillan,	London（2004）,	p.97．
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とってさしあたり良い方向への変化であったとは言いがた
い、とされる。cf.	Marland,	op.cit. ,	pp.7－73.
48）	パワーは、救貧法委員会の事務長であったチャドウィック
と長年協力関係にあり、救貧法改正法の北部での施行にも
あたったが、その強硬な姿勢のために救貧法反対運動にし
ばしば油を注ぐ結果となった。cf.	Brundage,	op.cit. ,	pp.47－
48.（前掲邦訳書、60～ 6 頁参照。）
49）	Cf.	9th	Annual	Report,  pp.6－7. マーランドは、北部で医
療救済の費用が低かったその他の理由として、不況による
一時的な混乱はあるにせよ、北部は南部よりも元々「はる
かに豊か」であり、恒久的な被救済民の数も少なかったこ
とを挙げている。cf.	Marland,	op.cit. ,	p.57.
50）	0th	Annual	Report,	p.9. 強調は引用者によるもの。
5）	大沢真理、『イギリス社会政策史　救貧法と福祉国家』、東
京大学出版会（986 年）、9 ～ 2 頁参照。
52）	廣重、前掲稿、59頁。
53）	Cf.	th	Annual	Report,	pp.23－24.
54）	アイルランドでは、838 年７月に成立したいわゆる「アイ
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の規定によって当面イングランドの救貧法委員会がアイル
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正が加えられており、たとえばイングランドの救貧法改正
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れたいわゆる「院外救済」に関する規定（同法の 53条を参照。
そこに、院外救済の問題点の指摘と存続理由の説明を受け
て、長文の規定がある）が存在しない。したがって、医療
救済も「院内救済」としてしか与えられず、担当者も当然
「ワークハウス付きの医務官」となる。以上の点について
は、さしあたり、cf.	Sir	George	Nicholls,	A	History	of	the	
Irish	Poor	Law	:	in	Connection	with	the	Condition	of	the	
People,	London,	 first	published	856,	 reprinted	edition,	
Augustus	M.	Kelly,	New	York,	967,	pp.222－233;	吉尾清、
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特徴」、『長崎県立大学論集』、第 29巻第３号（996 年）（後に、
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なお、アイルランド救貧法の成立と展開をめぐる政治史に
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and	New	York（2009）.
55）	Cf.	th	Annual	Report,	 Appendix（A.）,	No.4,	pp.59 －
60.
56）	Cf.	ibid. ,	p.24.
57）	ハンプシャーのアンドーヴァー連合のワークハウスで行わ
れている骨の粉砕作業などをめぐる醜悪な噂の信憑性を、
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London（973）,	 especially	Chapter	8	 and	9 ; Norman	
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た「骨粉砕箱」と「粉砕棒」については、cf.	Anstruther,	
op.cit. ,	fig.	3.
62）	Cf.	2th	Annual	Report,	Appendix（A.）,	No.0,	pp.96－99.
63）	『第８年次報告書』に収録された「一般命令－ワークハウ
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No.3,	pp.79－04.
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ングメイトによれば、骨の粉砕作業に対する見解は中央当
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73）	Cf.	ibid. ,	p.2.
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80）	Cf.	8th	Annual	Report,	Appendix（A.）,	No.3,	pp.79－04.
8）	Cf.	8th	Annual	Report,	Appendix（A.）,	No.8,	pp.5－64.
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